地域間介護給付水準の収束仮説の検証 : 保険者別データによる基礎分析 by 松岡 佑和































































































































































































































































































































































































































































































































𝑦𝑦!,!!! − 𝑦𝑦!,! = 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙
𝑌𝑌!,!!!
𝑌𝑌!,!












































注：縦軸（増加率）の定義は log（単位数（2013 年度利用者 1 人あたり）／単位数
（2006 年度利用者 1 人あたり））、縦軸は log（単位数（2006 年度利用者 1 人あた































（2006、2013 年度の 2 期間の保険者別データを用いている）。1 人あたり介
護給付水準を単位数 / 利用者とし、縦軸を 2006 年度から 2013 年度への増
加率、横軸を 2006 年度の対数を取った利用者 1 人あたり介護給付水準と
した。増加率と 2006 年度 1 人あたり介護給付水準には負の関係が見られ、
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𝜌𝜌𝐖𝐖(𝐘𝐘𝒕𝒕!𝟏𝟏 − 𝐘𝐘𝒕𝒕)  
  




他、誤差項の空間的自己相関を考慮した SEM（Spatial Error Model）、
SAR と SEM を 同 時 に 考 慮 し た SAC（Spatial Autoregressive Model 
with Auto Regressive disturbances）、説明変数間の関係性を考慮した
SDM（Spatial Durbin Model）等が存在する。本分析では、都道府県デー
タを用い介護保険サービスの空間的自己相関を推定した研究である山内
（2009）、松岡（2015）に従い SAR を採用した8。本分析では Lee and Yu














1 人あたり介護保険サービス量である介護給付水準を 2 通り定義した。




数 / 被保険者数、施設単位数 / 被保険者数、地域密着単位数 / 被保険者数
と定義した。2 つ目は、単位数 / 利用者数である。単位数を用い、介護保
険サービスを実際に必要とし利用した利用者を基準とした 1 人あたり介護
給付水準である。合計・サービス別と分け、それぞれ合計単位数 / 合計利
用者数、居宅単位数 / 居宅利用者数、施設単位数 / 施設利用者、地域密着
単位数 / 地域密着利用者と定義した。
ベースモデルのコントロール変数は以下の通りである。後期高齢者割合













平均 標準偏差 最小値 最大値 単位
単位数（被保険者数） 単位数／被保険者数
（1）合計 24.229 4.852 3.300 50.882 合計単位数／被保険者数
（2）居宅 10.941 2.790 1.662 25.950 居宅単位数／被保険者数
（3）施設 11.048 3.044 1.583 31.900 施設単位数／被保険者数
（4）地域密着 2.239 1.561 .003 16.511 地域単位数／被保険者数
単位数（被保険者数） 単位数／被保険者数
（1）合計 15.240 1.230 2.694 32.191 合計単位数／被保険者数
（2）居宅 9.935 1.389 1.740 22.063 居宅単位数／被保険者数
（3）施設 28.126 1.440 6.214 56.363 施設単位数／被保険者数
（4）地域密着 22.993 5.099 3.625 216.100 地域単位数／被保険者数
コントロール変数 比率
後期高齢者割合 .514 .069 .293 .759 75 歳以上／ 65 歳以上
所得段階割合（低） .316 .104 .095 .744 被保険者数（低所得）／被保険者数
所得段階割合（高） .336 .085 .046 .647 被保険者数（高所得）／被保険者数
要支援割合 .039 .016 0 .528 要支援認定者数／被保険者
要介護度 1、2 割合 .058 .012 .018 .397 要介護度（1、2 割合）／被保険者
要介護度 3 割合 .024 .005 .006 .226 要介護度（3 割合）／被保険者
要介護度 4、5 割合 .041 .010 .017 .612 要介護度（4、5 割合）／被保険者
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）は後期高齢
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8 応用分析として SEM、SAC、SDM での分析は現在進行中である。
9 保険者数は平成の大合併、広域連合新設の影響で 2006 年 1669 から 2013 年
1579 へと減少している。新設、編入された保険者は分析の対象から除いた。
また欠損データが生じている保険者は分析の対象から除いた。最終的な保険
者数は 1436（1398 市区町村・38 広域連合）となり、2006-13 年度のバラン
スドパネルを構築した。
10 第 5 期（2012-14 年）の介護保険財政負担構造は 1 割が利用者負担、残り
の 9 割の 50% が公費、21% が第１号被保険者（65 歳以上）の介護保険料、
29% が第 2 号被保険者（40 歳以上 65 歳未満）から支払われる第 1 期（2000-
02 年）の第 1 号被保険者の負担は 17%、第 2 期（2003-05 年）は 18%、第 3
154
期（2006-08 年）は 19%、第 4 期（2009-11 年）は 20% と第 1 号被保険者の
負担割合は増加している。
11 所得段階（基準）は分析においてレファンレンス変数となり、各所得段階割
合の係数は所得段階（基準）が変化した場合の被説明変数の変化を示す（安
藤（2008））。
12 これらの応用分析は現在進行中であり、今後発表予定である。
